
１　支援内容

２　指定特定相談支援事業　（計画相談） 契約者56名

　⑴　特定相談支援事業　請求件数 ・・・・・・・・・・ 124 件 （前年 123 件）

（内訳） 　更新 56 件 （前年 64 件）

　モニタリング　 ・・・・・・・・・・ 69 件 （前年 59 件）

　⑵　支援会議　実施回数 ・・・・・・・・・・ 161 回 （前年 157 回）

　　　（アセスメント・担当者会議・訪問等）
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　⑴　特定相談事業

　       年間計画表を作成し、生活介護事業「は～と・ピア」及び「は～と･ピア2」利用者分の計画作成を
       行っている。今後も継続して、受給者証の更新や計画内容の変更など、個別のケースに対応して
       いく。
　       短期保護事業、移動支援事業等、幅広い利用者を対象とする事業と連携し、相談支援事業へと
       つなげていく。
         基幹相談支援センターとの連携体制の中で、区内の相談支援事業の充実を図っていく。

　　　　基幹相談支援センター主催の会議となった「指定特定相談支援事業所連絡会」に参加し、
　　　情報交換やサービス等利用計画の考え方について意見交換する場を持つことができた。
　　　計画相談のあり方について今後も議論し区内の相談支援事業の充実を図る必要がある。

　　②　利用者のモニタリングに重点を置いたサービス等利用計画を作成する。

　　③　相談支援事業の利用者拡大を図っていく。

      　課題であった計画作成に係る具体的なスケジューリングと受給者証管理の徹底、支援記録の
　　効率化を図ることで、スムーズな報酬請求が出来つつある。

　　①　区内外の相談支援事業所や関係機関、社会資源との連携を図り、サービス等利用計画の
　　　実現を図る。
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令和4年度障害者(児）相談支援事業
　あくせす 年間事業報告

４　事業目標の達成状況

３　職員数

　　障害者（児）の家族又は障害者（児）の介護を行う者からの相談に応じ、サービス等利用計画を作成し、そ
れに沿うような情報の提供、助言、区及び指定障害者サービス事業所との連絡調整、その他の便宜を供与し
た。
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　⑵　一般相談事業

　　①　区内外の相談支援事業所や関係機関、社会資源との連携を行なう。

         該当する依頼がなかったため地域移行支援計画は作成していない。地域のニーズを把握し、
        該当する相談があった場合には関係機関と連携を図かり、対応していく。

         文京区地域自立支援協議会相談支援部会の定例会議が開催され、関係機関との連携の機会が
　　増えている。今後も、基幹相談支援センターとの連携を図りながら、各関係機関とも積極的な
　　地域の連携を図っていく。

　　②　利用者のニーズに沿った地域移行支援計画を作成する。


